令和８年度連携研究スキームによる研究委託事業（委託研究課題）
研究実施計画
様式１（研究課題総括表）
	
	受付番号
	

	研究テーマ名
	

	委託研究課題名
	

	委託研究課題名（英語表記）
	

	政策研連携研究課題名
	

	研究実施期間（西暦）
	２０ｘｘ年度    ～   ２０ｘｘ年度（〇年間）

	研究費の
見込額
	20xx年度
	20xx年度
	20xx年度

	
	(円)
○，○○○，○○○
	(円)
○，○○○，○○○
	(円)
○，○○○，○○○

	研究機関等
(コンソーシアムの場合は代表機関)
	機関名
	

	
	契約者
	役 職
	○○○長
	氏 名
	○○ ○○                　

	
	所在地
	〒○○○－○○○○
住所：○○県○○市○○○○９９－９９

	
	
	e-Radの所属研究機関コード
	

	研究開発責任者
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏　名
(性別）
	ｱｱｱｱｱ ｱｱｱｱ
○○○　○○
（　男　・　女　）
	生年月日
(西暦)
（年齢）
	１９ｘｘ年　　月　　日

（　　歳）

	
	
所属部署
	
○○学部○○学科
	
役職
	
教授

	
	勤務先
住所等
	〒○○○－○○○○
住所：○○県○○市○○○○９９－９９
電話：0000-00-0000
e-mail：aaaaa bbbbb@cc.dd.jp                fax：0000-00-0000

	共同機関
(コンソーシアムの場合)
	機関名
	1 大学
	

	
	
	
	e-Radの所属研究機関コード
	

	
	
	2 独立行政法人
	

	
	
	
	e-Radの所属研究機関コード
	

	
	
	3 地方公共団体
	

	
	
	
	e-Radの所属研究機関コード
	

	
	
	4 企業等
	

	
	
	
	e-Radの所属研究機関コード
	


様式２（研究課題概要）＜研究概要様式＞



【２０ｘｘ年度応募　連携研究スキームによる研究】
課題番号（e-Rad課題ID）：○○○○○○○○

研究テーマ　：「○○○○○○○○○○○○○」
委託研究課題名　：「○○○○の研究」


１　研究実施期間（西暦）：２０ｘｘ年度～２０ｘｘ年度（○年間）

２　予算規模：○，○○○，○○○円（２０ｘｘ年度）

３　代表機関・役職・研究開発責任者
○○大学　教授　○○　○○

４　研究の目的・達成目標
○○○○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。（３行程度で簡潔に記載）

５　研究の内容および実施体制
1 　○○○○・・・・・・
○○○○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。（３行程度で簡潔に記載）
（○○大学○○学部）

2 　○○○○・・・・・・
○○○○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。（３行程度で簡潔に記載）
（○○大学○○学部）
3 　○○○○・・・・・・
○○○○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。（３行程度で簡潔に記載）
（○○大学○○学部）

６　政策研究との連携の意義、期待される波及効果
○○○○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。（３行程度で簡潔に記載）

【連絡先：○○大学○○学部　000-000-0000】（代表機関の連絡先）
※Ａ４用紙１枚に収まるように記載してください。
記載内容が多い場合は、行間やフォントの調整を行って、１枚に収めてください。
※５　研究の内容および実施体制は、研究項目ごとに記載してください。
※コンソーシアムでない場合については、「代表機関」は、「研究機関」に変更してください。
※課題番号は、e-Radで付与される課題ID（8桁）を記載してください。課題IDは、e-Radにおいて応募情報を一時保存すると自動で付与されます。

＜研究概要図＞

	委託研究課題名
	



· 留意事項
１．＜研究概要様式＞の記載内容を踏まえ、研究課題の全体像が体系的に分かるように、イラスト・写真・図表などを用いて、研究の目的や内容等についての平易で簡潔な図を作成してください。

具備すべき項目
○研究の目的、達成目標
○研究の内容及び実施体制
○政策研究（※）との連携の意義、期待される波及効果
※　農林水産政策研究所が実施する政策研究

２．Ａ４用紙１枚にまとめてください。必要に応じて用紙を横長に使用しても構いません。また、パワーポイントを用いて作成しても構いません。

３．採択された課題の＜研究概要様式＞及び＜研究概要図＞は、農林水産政策研究所のWebサイトにて公表されます。
未公表データや知的財産等に関係する事項については、十分に注意して作成してください。図中に記事やイラストを掲載するに当たっては、著作権等の問題が発生しないことを確認してください。



様式３（研究課題内容）

	委託研究課題名
	


[bookmark: _Hlk39753704]１．研究目的





２．研究内容





３．研究の目標





４．政策研究との連携の意義、期待される波及効果
農林水産政策研究所が実施する政策研究との連携の意義、期待される効果を記載すること。





５．研究計画等
（１）研究課題を構成する研究項目及び年次計画
	研究項目
	20xx年度
	20xx年度
	20xx年度

	1 ○○における△△の分析
	(○○大学)
	 
	


	2 ・・・・・・理論の構築
	(○○大学)
	
	

	3 ・・・・・・・・の実証
	
	(○○研究所)
	

	4 ・・・・・・・・
	
	
	(○○大学)

	所要経費（円）
	○，○○○，○○○
	○，○○○，○○○
	○，○○○，○○○



（２）研究項目ごとの研究内容
①○○における△△の分析



②・・・・・・理論の構築



③・・・・・・・・の実証



④・・・・・・・・



６．本研究課題に関連する既往の研究成果
（１）既往の研究成果の概要







（２）（１）に関連して活用した公募型研究資金制度等
・研究資金制度名：　　　　　　　　　　　　（所管府省・機関名）
・研究課題名：
（e-Radの課題ID）
・研究実施期間（西暦）：　　　年度～　　　年度　（　年間）
・研究費総額：　　　円


[bookmark: _Hlk39754700]７．2026年度細部研究計画（2026年度に実施する研究項目ごとに記載）

①研究項目名を記載
以下（１）～（５）は当該年度の研究内容等を記載。
（１）研究の進捗状況
研究項目に関連するこれまでの研究、これまでの自己の研究経緯、あるいは他者の研究を含めた研究状況について、残されている問題を含めて記載。（200字程度）
（２）2026年度の研究目的
研究として明らかにする目的を記載。（100字程度）
（３）2026年度の達成目標
当該年度の達成目標を具体的かつ明確に記述すること（何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか）。（100字程度）
（４）2026年度研究内容
研究目的を達成させるための研究手法・内容を簡潔に記載。
詳細な計画ではなく、研究手法や内容の概略が分かるよう記載。
（５）2026年度に想定される研究成果の概要
当該年度に得られることが想定される全ての研究成果について、簡潔に記載。（｢・・・に関する知見｣等を記載すること。）

②研究項目名を記載（以下同じ）
（１）研究の進捗状況

（２）2026年度の研究目的

（３）2026年度の達成目標

（４）2026年度研究内容

（５）2026年度に想定される研究成果の概要





様式４（研究実施体制）
1．研究機関等（コンソーシアムの場合は代表機関）の概要
	研究機関名
	


	
	e-Radの所属研究機関コード
	

	契約者名
	契約機関名：
代表者（契約者）名：
〒
住　　所：

	

	経理事務
担当者
	氏　　名：
所属部署：
〒
住　　所：
電話番号：
fax番号：
e-mailアドレス：

	研究実績
	



	資本金
	　　　　
	(円)
	従業員数
	

	(人)



２．共同機関の概要
	
共同機関名

	


	
	e-Radの所属研究機関コード
	

	代表者名
	


	
 所 在 地

	〒
住　　所：
電話番号：

	
 研究実績

	



	資本金
	　　　　
	(円)
	従業員数
	

	(人)


（注）共同機関が複数ある場合は、様式を追加の上、すべて記載してください。


３．研究実施体制図
【記載例】
	農林水産政策研究所

	政策研連携研究課題
○○○○の研究









委託契約



共同研究グループ
（コンソーシアム）


	代表機関

	○○○○大学



委託研究課題
○○○○の研究

研究項目①
　○○○の分析
















規約等

規約等

規約等



	共同機関

	○○○○大学



委託研究課題
○○○○の研究

研究項目③
　○○○の分析




	共同機関

	○○○○大学



委託研究課題
○○○○の研究

研究項目②
　○○○の分析



	共同機関

	○○○○大学



委託研究課題
○○○○の研究

研究項目④
　○○○の分析























（注）機関ごとに、実施する研究項目名を記載し、実施体制がわかるように図で表してください。

４．研究分担者一覧
	研　究　項　目
	研究者氏名
(研究者番号ｺｰﾄﾞ)
	所属機関・部署・役職名
	ｴﾌｫｰﾄ(%)

	1 ○○における△△の分析
	○○　○○
(********)
	

	

	2 ・・・・・・・・
	
	
	

	3 ・・・・・・・・
	
	
	

	4 ・・・・・・・・
	
	
	


（◎研究開発責任者、○研究項目主担当者）
（注）コンソーシアムの場合、共同機関については、研究の効果的・効率的な推進を図る観点から、研究項目構成と参画研究機関の役割分担を明確にするとともに、参画研究機関数は過度に多くならないように配慮してください。
また、原則として、１研究項目（最小の研究単位）は１機関で分担する体制としてください。なお、研究者コードは、e-Rad研究者番号を記載してください。

[bookmark: _Hlk39759594]５　本研究課題における役割（研究開発責任者・研究分担者すべての者について記載）
	研究者氏名
	本研究課題における役割

	（研究開発責任者）
	【記載例】
　平成○年度から、本研究課題に関連する「○○の研究」に従事し、専門分野である△△△の研究実績を基に□□□の目標をクリアするための研究に従事する。

	（研究分担者１）
	

	（研究分担者２）
	

	（研究分担者３）
	












６．研究者情報
（１）研究開発責任者の経歴等（研究開発責任者のみ記載）
	研究開発責任者名
	

	最終学歴
	

	学位
	

	主な職歴と
研究内容
	



（２）主な研究論文及び著書（研究開発責任者・研究分担者すべての者について記載）
	氏　　　名
	学位
	主な研究論文・著書（重要なものを各自５件程度）

	（研究開発責任者）
	



	〈論文〉

〈著書〉


	（研究分担者１）
	



	〈論文〉

〈著書〉


	（研究分担者２）
	



	〈論文〉

〈著書〉


	（研究分担者３）
	



	〈論文〉

〈著書〉



（◎は提案課題との関連があるもの）
（注）著者（共著者）のうち、本人及び研究分担者には名前に下線を付してください。 研究分担者が３名以上いる場合は、行を追加の上、すべての研究分担者について記載してください。

７．他の競争的研究費その他の研究費（国外も含め、補助金や助成金、共同研究費、受託研究費等、現在の全ての研究費であって個別の研究内容に対して配分されるもの）の応募・受入状況
（１）現在実施中の他の競争的研究費制度等に関する委託・助成の実績　　有・無

（２）現在の他の競争的研究費等への応募(応募予定を含む)　　有・無

（３）研究の内容((１)及び(２)において該当がある場合)
①研究制度名：
②研究課題名：
（e-Radの課題ID）
③研究実施期間：
④研究費総額：
⑤エフォート：
⑥これまでの研究成果((１)において該当がある場合のみ記載)：

８．研究費の見込額
（１）各年度別経費内訳（単位：円）（コンソーシアムの場合は代表機関分です）
	委託費の内訳
	所要見込額（円）

	
	202xx年度
	20xx年度
	20xx年度

	①直接経費









	人件費
	
	
	

	
	謝金
	
	
	

	
	研究員等旅費
	
	
	

	
	委員等旅費
	
	
	

	
	試験研究費
	賃金
	
	
	

	
	
	機械・備品費
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	

	
	
	雑役務費
	
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	
	

	
	
	借料及び損料
	
	
	

	
	
	光熱水料
	
	
	

	
	
	燃料費
	
	
	

	
	
	会議費
	
	
	

	
	a小計
	
	
	

	②間接経費
大学・研究開発法人（※） 
直接経費の30％以内
大学・研究開発法人以外
直接経費の15％以内 
※ 大学・研究開発法人には国立大学法人、公立大学、私立大学等の学校法人、国立研究機関、公設試験研究機関、独立行政法人等の公的研究機関を含みます。
	

	
	

	③試験研究調査委託費（コンソーシアム方式以外の契約方式が認められた場合のみ）
	
	
	

	　 合計（①＋②＋③）
	
	
	


（注１）間接経費については、大学・研究開発法人は直接経費の30％以内、大学・研究開発法人以外は 15％以内を上限としてください。
（注２）消費税課税対象機関にあっては、各費目は消費税込みの額としてください。なお、非課税・不課税取引である費目（賃金、人件費及び謝金のうち課税取引以外のもの）については、消費税を乗じた額を加算した額を所要額としてください。
（注３）コンソーシアム方式以外による契約方式が認められ、かつ、委託事業の一部の契約について委託•再委託方式による契約が認められた場合、代表機関から共同研究機関（再委託先）への再委託に要する経費（試験研究調査委託費）の総額は研究費総額の５割未満としてください。

（２）機械・備品費の内訳（単位：円）（コンソーシアムの場合は代表機関分です）
	品名・仕様
	数量
	単価
	金　額
	使用目的
	設置部署

	


	


	


	


	


	




（注）原則、機械・備品費は初年度に計上してください。



（３）雑役務費の内訳（単位：円）（コンソーシアムの場合は代表機関分です）
	件名・仕様
	数量
	単価
	金　額
	使用目的

	
	
	
	
	



（４）各年度別経費内訳（単位：円）（コンソーシアムの場合の共同機関分です）
	委託費の内訳
	所要見込額（円）

	
	20xx年度
	20xx年度
	20xx年度

	①直接経費








	人件費
	
	
	

	
	謝金
	
	
	

	
	研究員等旅費
	
	
	

	
	委員等旅費
	
	
	

	
	試験研究費
	賃金
	
	
	

	
	
	機械・備品費
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	

	
	
	雑役務費
	
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	
	

	
	
	借料及び損料
	
	
	

	
	
	光熱水料
	
	
	

	
	
	燃料費
	
	
	

	
	
	会議費
	
	
	

	計
	a小計
	
	
	

	②間接経費
大学・研究開発法人（※）直接経費の30％以内 
大学・研究開発法人以外
直接経費の15％以内 
※ 大学・研究開発法人には 国立大学法人、公立大学、私立大学等の学校法人、国立研究機関、公設試験研究機関、独立行政法人等の公的研究機関を含みます。
	
	
	

	合計（①＋②）
	
	
	


（注１）間接経費については、大学・研究開発法人は直接経費の30％以内、大学・研究開発法人以外は 15％以内を上限としてください。
（注２）消費税課税対象機関にあっては、各費目は消費税込みの額としてください。なお、非課税・不課税取引である費目（賃金、人件費及び謝金のうち課税取引以外のもの）については、消費税を乗じた額を加算した額を所要額としてください。

（５）機械・備品費の内訳（単位：円）(共同機関分の機械・備品費です)
	品名・仕様
	数量
	単価
	金　額
	使用目的
	設置部署

	




	




	




	




	




	






（注）原則、機械・備品費は初年度に計上すること。

（６）雑役務費の内訳（単位：円）（共同機関分の雑役務費です）
	件名・仕様
	数量
	単価
	金　額
	使用目的

	




	




	




	




	






（注）共同機関が複数ある場合は、上記（４）から（６）の様式を追加の上、すべての共同機関について記載してください。


様式５（経理事務体制）

１．区分経理処理が行える会計の仕組みについて
・　現在整備できている
・　現在整備できていない
（どちらかに○を付してください。）
　　
整備状況（現在整備できていない機関は、整備時期も記載）





２．経理執行体制について
（１）現在の経理体制・職務内容





（２）内部牽制について




様式６（申請者情報の把握・管理状況について）

□ 本申請者（研究開発責任者）、研究分担者及び各所属機関の長は、以下について誓約する。
・国内外を含めた全ての研究資金や兼業等に関する情報に加えて、寄附金等や資金以外の施設・設備等による支援を含む、自身が関与する全ての研究活動に係る透明性の確保のために必要な情報について、関係規程等に基づき所属機関に適切に報告していること。
・当該申請課題に使用しないが、別に従事する研究で使用している施設・設備等の受入状況に関する情報については、不合理な重複や過度な集中にならず、研究課題が十分に遂行できるかを確認する観点から、当該情報の把握・管理の状況について、所属機関に対して提出を求めることがある。この場合必要に応じて対応すること。







様式７（不正行為ガイドラインに基づく誓約書）

研究倫理に関する誓約書


農林水産政策研究所長　殿

当研究機関は、連携研究スキームによる研究委託事業（委託研究課題）の実施に当たり、「農林水産省所管の研究資金に係る研究活動の不正行為への対応ガイドライン」（平成18年12月15日付け18農会第1147号農林水産技術会議事務局長、林野庁長官、水産庁長官通知）を遵守いたします。
特に、研究倫理教育については、当研究機関において、研究活動に関わる者を対象に実施しました。

令和　　年　　月　　日

研究課題名

研究機関名　
研究倫理教育責任者（所属、役職及び氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

